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Il セマウ；l運動の l'r!;I 
1. 国内 jj
2. 対外商
































































上L、）；k,それぞれの、叶ル，／）独自の努力によ J 》て．トf¥:HCit 3）。そのうち政府が負担1した額は L: ' :,
ill~ をあけ、ごい f二マ 17 ,vであったということをみてよびその他の資材の41{1さ；ウ寸ンであ，｝たぺ残りの




















した三ど ，＇；： 示 jーも（／）である η
民民がm1，司で身近it~'tJ占守主"l:.ーに；と，.1ヲナ三 ：，！） ：て，しi工L;正投l¥:'.',大統領は 1960年代を通じて，
J{,\'~ t~ jキL, J主民にやればできるのだという 1"1Lこれらの大tfG領v')lie,; 設村について語っているの
ょとJL を七たせることに上って精神改革を実現し，をみると，緯！司の雲氏；土諦念が強く， j主耳x'i主人：へ自
'ti叶有で，他人への依頼心が強く， j苫l［可欲がf田 f, J_ ' ' ')i Tると L、ろ ／j・(i:！七位：lつr,'J・.，戸1rn♂〕増大











このような大統領内良民保に ＇） ・，、 C(t、たとえ
ばゾウん新聞杜裕行（I）『七、 ,717 1_・；，電動τ「（19,:l午2
J）の 中江 H正秀た／J立~.：立を」勺：すた γ 匂 ！ l ど L て 41
（／）＇吾作 1］が紹介3れているなかで‘ス（｝七でが，，1.く；土
'・-：，－・をもっーと＇＇ 7之、ことキ~;j，均、る UI.r ・l0 
1950年代かん、おそくむ1960年代J）後、J＇：までに．
第 1次計画2. 
( 1p_(,',: 1,0()() r'1 ・,j : 』；机りを討し＇） ・1, :r実？：；































































































































































































































































































































































































































































































































































手l:i?¥i＇.、，列島E・1, n m，、』 ・t r, ,T 
慢い m;1:< 1. 日1; w ,:l nl 
f 十i 部・ i喧 L 日1・乞 J、
科 i斉 無f壬，，.焼Hit綱!fi・l'I 什 f: 
1，持部・H j i 処・凋辻 jj 
バi ;1 •j!: •副知事・殺宵 ，：~ 、
慢村晶、現政F・ i:? 'I代・農／，＇！ j'f,三日，j:
慢tY，主百Eiく－~紘一L 干上 k· 郷平主 gr, l, 
I也！j波i,J,jt，く・ il特立部伝・車幸司E主 1,1;1に
Ji!1Jtl'<,n,;1く・｝也IJ,'fiιilJiζ ・
, I '" Jど》：..t~ fよ i丸－管 r.，宵
hト：！lり-¥_,Ii主協旦とji 捜十 l!ii•匁ι，，：
i’，J J:; ； 埠｜！
I <li >'E },) ;i ＇その他 ι理人ト ' 
⑪イ白面￥
転、キI/;
邑而I JC・主宵 i三‘問 i乍牧 l'' 
部河川 le・農村 Jr，舟所主？リ1k
f理協 J乙，，十iぇ・および：'21自111'f•i: 剖＼；－J～
廿♂ウ＞＇. Jn•尊打 そ山fil半世九 1
-,:,-..,,,,,,,11•1 樹 ts厄函ヨ＿：斗r,1-円'i-L・ I品川ir；…
j¥ ,;,u1じ品，ti 悶iノJi主
2 I料市1均能力制度1じ































































































































































































































































l ,989 1 仰 ici2.1
2:3,09lhal 1,212'84.4 













/c0fi，理髪所 ¥ C福祉抱＂'l:(-' ) 




日 l作業場など ／ 
／精米所，工場， l




















び）！｛~＼会：をしたとか，カげ弓 λ：3 スレ トぶきにする
ため，結局家公t本を， ）くりか之J.；工、なれなか p た
などの•ff 例も報告されており，：｝H((n 自己負析を
tHI¥ 1ーらとどはむずかしい
第，Hこ~道の建設につL 、ては， '1000 キロ L-J
Jl／ の計画に一社し，完結は7000午 iゴしート Jl,U、とに
なった。資金面では，測量、設計、資材など 1キ
ロメートノレ、~り 25万平均オンを政府が支出 L ，用地，
労働力はt民の負担となっている（た丘、L守 l'I.I一川






































11:n欠計 l珂が始まる 2カ月白［jの1972年 9月初
旬、第（i¥1］日特定期閣僚会議が聞かれ， 日本は七
、17;L, 運動に8000万ドルの財政借款を約束したo

















r 1山？ 17 ，しLZ i"i!;i ！なわれ－，：：.、た、＇ ICハ， 1~lfKSOO ), 安全と繁栄を制約L，激しく村氏ーしてきたi七北が
15（）（）に 白、，＇［－， .': , （道路桧DiL ;i:Wi&'.i・；、 Jhフ淳行－.]i 
('.J j〕w；ーたなどをぷ土！？と l二 jj).1-J］＇.とrn；午が選＇i:, :! [i( ) l 
民｛［主的f宗見事業が未シI己IJ~O川 cl,,UJiil:i kし：、 ，：－；，：、平和iを迫ぷ J-と主，'fl
L、「N北関係iこ効果的i二対処しうるi五Iu立体制と民政
年tJ訴をJ!昼仁 C緊張を緩和L,






それぞjI_, じ）段階；こに、ごどる；,i',ゾ） :,1：交i滑に｜〈分 L,と｜トF(J).i －ζL、＜， 0 J J 維新｜
'~ ／二（‘、i二rJ{;,:
;' 1'7 ＇［－全育 J&-iる方針んh と九jl. ~- ，、るコ
：，＇； コi大，H-1而中でもう A ')Jfi＊ぶことは， Iリ7コ；1・


































j,_ J；一、経1711 i > ［首lに：r.J坊を建設する l汁阿で、維新ーはすふわら '1.-1 :'1 ／レ運動である。七 γ ウノLi軍
f¥i込J元日、勺ツ弓など労働集約的な事業体を栴＇， i:L、










•rt でじ l上 GO万人、）好得i百では 1973if· に 120i意：与








次dI・ JibT o）事業は①－＿1;本事業 er夜b主改／i・＇｛ti主也：よ.
I-if~改良 It. ど），ヨ）支援す1卒業（道路，同〉日也、，J-ii】J}I ［な
どの二F人Jl今 t"e1(1,H沼化，給水泳1没など）， （ ~l所科事業
(j生林， jをr,'i！主京1-
'lOJJ して農村から*1rliへと全倒的に拡大され，
合体d〕f拝業，）） 1:l 十；~，第三； jよ心す一宮1ごい：le1，、（I,で、
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Cl 1) 沈i融E事録 『f'I,':, 、ノ必L、一朴正県大統
倣諸録』 ソウノレ 1972年5月 195へ－y。





( ,! :I) 近年のドノしとツオンνJ交検斗、；立{1.；のとおり
三あ七（米ドル 1ドノレの対顕劣化湾事）。
1969年11月 3B :-l05. JO 
1971年 6月28B :m.制
1972年12月3011 399.70 
1974年12Jl7 iJ 485.00 
UH) 沈｛融j掌編 前掲番。車車問海外公報禽1『本トl.
！月＼＼大統傾の記者会見一一一1974.1. 18』などを参照。
C i 5) 金玄玉内務部長ジ・，f','.li)jfj'，；：京iJli』1972年7
’， L 
( /16) 勝国農林部l a・ 'c .・ ，：，ノ： ir ＜みち』 ソY
ノL 1972年 7月 16ベー ν。




C,；向） 海外公報館 『維新~"j! ＂主一；1 n, ，成 l粍』 ソ
! •）レ 1973 ij', 
1. ,UO) 1972年10月17L'Iの大統制村山l(, I 〔文化公





；，と f /¥ fよってくる。ここでいラ 2 H,J'rl!J I・ bる場
（？山手い、事li閉の方をとることを原 l¥J I 





01.:14〕 文化公報部 『言論人セ γ ウル産業視察結













A IB IC IDι  
農家名目｜勤労者家計！A/Bl%)1デプレイ農家実質
所得｜名目所得｜ ！ター 積得
1962 I 67 ,8851 ? I ? I 61. 4 , 110,562 
1963 I 93,1791 80,160 I 116.2 I 69.6 i 133,878 
19641125,6921 97,200 I 129.3 l 89.8 I 13θ，969 
1965 I 112,2011 112,560 I 99.7 I 1開 .oI 112,201 
1州民 I 1:10.176: 161,s20 I so.肘｜ ll2. l ' 116,125 
[l附7I 119、no 248,640 I ぬl1 126. 4 i 118,252 
1仲村内！ 178. 1r,9. 285,960 I 62. 而 145 . 7 I 1 22 ,827 
19的＇ 217ぷ74j 333，印01 あ .3 J日 2' 1:-17 ,721 
1970 2ss,so41 381,240 I 67 1 1st .Si 140,939 























1', 7. l /;_＼、だめ司 1%2年の増減は不明である。 1963
qーか：・J (i(if主での 4年聞をみると，年によって用
耐えを＜ I）立してL、ら札全体と Lては167:i6000人













このIi¥], 1 !Hj;) t｝ミ；二前守二上 i)
1 /i4000ウ寸ンの減少を記録 Jるという宍変がよ勺















さ「ヲに‘活 2 次 5 り：￥~I 両期になると、 1970年
























山：＿＿. (i7;ftf（にな J 、どは30代年齢層の比重拡大 i_,
限界点iニ遣しご慣はい状態となり，，JO代以 I:I吾川
ム“：；え業青山，：'i齢化”過程とみてよいどろう。三hによれir, 1963～I.i 
比j立拡大山上〉さりとあら士 ）れらことに k I ・c, 
iJ!k林水＇i：す；就Ycfi数の交到＼l)i.f,'1 ] , ()(JI）人：
l¥f ,;tt:·~1者数対（1i円＇！年間就業州制1）市
I :i, 17リ 19ti7 l ,Sl'.2」 is什
日.0'.21 1ら出 1 '168 4 , 8fi:¥ 円 Ii 
:, , ()f:4 i:, 1969 4‘79:, Ll liS 
5,000 S4 1970 :,8'.l-1 :1; 
:i ,01 :-l J:-1 1971 ,j、7（）斗，， ]2:i 














その後ラ tl＼＇.：／ほの史家所得土台 λ；~j＼企業 (19柑＇ I i、：.1，年
や政府買入~と円 fillil名ヲ IJ ’.if (i川jりなどネ／；，.’日
/・ ，」.，
，：引1tfRirl'/f,舟；抗，：I :1 :,rn」（千；干1:,i';l,1•11 、l
民家｝刑：；の！削、そ；工年々 i司海i過程合fごと ，てL、る

























































































































































































































































































































































































































































































































1974"1 8 Jj ，；〕。
















年聞に 6.5%すなわち， 1971年の 470万9000人か
ら， 440万3000人へと30万6000人が減少し，その結
果，就業者の構成比でも1971年の48.5%から37%
程度まで10%あまりの低下が見込まれてし、る。
石油問題の発生以来，韓国経済をとりまく条件
はいっそうきびしいものになっているが，こうし
た計画が推進されていくならば，韓国の農村は，
第2次5カ年計画期に引き続き大きな変動をまぬ
35 
1975020038.TIF
がれなU、であろう。
そこで注口すべきことは，セマウノレ運動の中で
強調されている「協同」ということである。
協同が強詞される理由は， 一つは能率の向上で
あり，いま一つは団結の強イじである。また，個々
の農民ではできないことも，協同にょっと達成で
きるとし、う ιともある。
第2次計蹴までのセマウル運動は，主として生
活環境の改善事業に逗点、があり，そうした！島村に
おける事業の性質上協同を必要とする場合が多か
ったし，また有効で、もあった。しかし，事業の中
心は農業の生産面に移行しなければならず，所得
の増大と結びつけねばならないととは政府も，民
間も強調しているところである。
したがって，この協同ということを，；農業，水
j宅業などの生産面においてどのように生かしうる
かが，今後のセマウル運動にとって重要な課題で
ある。
2次計開までの事業におし、ては，比較的農家の
階震ということを問題にせずにすますことができ
た。それでも， 3反以下の農家（全農家放の約30%)
が疎外されているとか， 1町以下の小農（悶60%)
が無視されているという批判が出ていた。これか
生産面の協同になってくれば，し、っそう階層の格
差が問題となってくるであろう。
もちろん緯題における協同は，土地の私的な所
有制のうえに立つての，いわば共同作業，共同労
働であり，ぞれも現在までれところ特定の枠は設
けられていないから，きわめて多誌な形で展開さ
れるであろう。しかも，協同はスローガンとして
強調されはするが，将来の農業のありかとの関連
で位置づけられたものではない。
むしろラ；；i!3次5カ年計闘では下，翠7；民の離きそ
あるいは「 1商 i:工場jの政策と結びついた零細
36 
兼業史家の増大を促進する可能性が大きいといえ
よう。韓国の議民が，予想される農村の激動に対
して，協同ということを生かしながら新たな換業
のあり方をきり開くことができるか否h，今後イ｝
注目していきたい。
また．セマ lうJv運動tこJ パ、ては，緯国において
もさまざまた問題が指摘されていることは紹介し
たが、それにもかかわらず，農民あるいはマウノレ
の倶I］において、 この運動を受け入オl，推進しよう
という側面がなければ，起こりえなかったことで
あろう。本稿では、その点にほとんど言及するこ
とができなかったので，今後の課題としたい。
（制金研究部〉
